
１． 継続事業の前提に関する注記
継続事業の前提に、重要な疑義を抱かせる事象又は状況はありません。

2. 重要な会計方針
(1) 公益法人会計基準

当事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日  平成21年10月１６日改正  内閣府公益認
定等委員会）を適用しています。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
(ｱ) 満期保有目的の債券　…　償却原価法（定額法）によっています。
(ｲ) 満期保有目的の債券以外の有価証券

・ 時価のあるもの　…　期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）に
よっています。

・ 時価のないもの　…　移動平均法による原価法によっています。
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価基準を適用しています。
(4) 固定資産の減価償却の方法

建物、建物付属設備、構築物、機械装置、什器備品、リース資産、無形固定資産、差入保証金は、定額法
による減価償却をしています。

(5) 引当金の計上基準
(ｱ) 退職給付引当金は、職員の退職給与の支給に充てるため、期末時における自己都合要支給額を計上し

ています。
(ｲ) 賞与引当金は、職員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当期末までに発生してい

ると認められる金額を計上しています。
(6) 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しています。

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりです。

（単位；円）

基本財産

特定資産

4. 基本財産及び特定財産の財源等の内訳
基本財産及び特定財産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位；円）

基本財産

特定資産

353,891,447
合 計 2,818,670,482 1,106,371,035 1,358,408,000 353,891,447
小 計 1,711,891,447 0 1,358,000,000

0
賞 与 引 当 資 産 19,917,179 0 0 19,917,179
施 設 整 備 積 立 資 産 668,000,000 0 668,000,000

333,974,268
投 資 有 価 証 券
（ 施 設 整 備 ）

690,000,000 0 690,000,000 0

退 職 給 付 引 当 資 産 333,974,268 0 0

0小 計 1,106,779,035 1,106,371,035 408,000
0

投 資 有 価 証 券 1,020,408,000 1,020,000,000 408,000 0
土 地 86,371,035 86,371,035 0

合 計

科 目 当期末残高

2,879,890,174

16,934,457 27,194,704 333,974,268

718,000,000

1,106,371,035

小 計

退 職 給 付 引 当 資 産 344,234,515

690,000,000

1,773,519,139
21,284,624

200,000,000 200,000,000

科 目

施 設 整 備 積 立 資 産

投 資 有 価 証 券
土 地

小 計

投 資 有 価 証 券
（ 施 設 整 備 ）

1,020,000,000 1,020,561,000 1,020,153,000 1,020,408,000

前期末残高

86,371,035

当期増加額 当期減少額 当期末高

1,020,153,000 1,106,779,035

690,000,000

668,000,000

298,479,328
19,917,179

236,851,636 1,711,891,447

財務諸表に対する注記

賞 与 引 当 資 産

86,371,035
1,020,561,000

50,000,000
19,917,179 21,284,624

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

2,818,670,4821,257,412,636 1,318,632,328
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5. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位；円）

その他固定資産

6. 債券の債券金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債券の当期末残高
債券の債券金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債券の当期末残高は、次のとおりです。

（単位；円）

7. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

（単位；円）

利付国債

第2回財形住宅債券

8. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりです。

（単位；円）

補助金
単身待機

9. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位；円）

経常収益への振替額
基本財産受取利息計上による振替額

合　　　計 16,538,300

金 額

10,364,000 11,091,126 276,717

16,538,300

内 容

補助金等の名称 交付者 当期末残高前期末残高 当期増加額 当期減少額

3,885,640
200,280,000 280,000

1,003,843東京都 流動負債

第 97 回 （ 5 年 ） 40,000,000 40,410,640 410,640
200,000,000

合 計 690,000,000 693,885,640

264,217

時 価 評 価 損 益

長 期 貸 付 金 65,560,000

第 81 回 （ 5 年 ） 450,000,000

2,778,889

種 類 及 び 銘 柄 帳 簿 価 額

652,384

0 85,628,673合 計 85,628,673

立 替 金 652,384

未 収 金 2,778,889

仮 払 金 264,217
福 利 厚 生 立 替 金 430,900

3,145,984,730 1,742,898,155

売 掛 金 15,538,404 15,538,404

前 払 金 403,879

17,557,711 15,177,774

1,003,843 10,364,000 11,091,126 276,717

5,848,414 651,586
4,888,882,885

建 物 付 属 設 備
10,507,943

1,677,760 1,428,973 248,787
38,633,176

機 械 装 置

13,398,000 3,565,400

1,574,909,127
1,821,313,466 1,736,391,506 84,921,960

1,245,891,734

9,832,600
46,648,37896,667,816

取 得 価 額

合 計

科 目

2,820,800,861

49,141,119

143,316,194

32,735,485
6,500,000

什 器 備 品
リ ー ス 資 産

減価償却累計額 当 期 末 残 高

科 目 債 券 金 額 貸倒引当金の当期末残高 債券の当期末残高

無 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

差 入 保 証 金

403,879

430,900

65,560,000

453,195,000 3,195,000

貸借対照表上
の記載区分

- 25 - 財務諸表に対する注記・付属明細書



1. 基本財産及び特定資産の明細
財務諸表に対する注記の４．において記載しております。

2. 引当金の明細
（単位；円）

※ 「当期減少額」欄のうち、「その他」の減少額は、当該年度における給与規程の改定に伴う取り崩しによる
ものです。

期 首 残 高 当期増加額
当 期 減 少 額
目 的 使 用 そ の 他

退職給付引当金

賞 与 引 当 金

344,234,515

21,284,624 542,520

650,864 333,974,268

19,917,179

26,543,840

20,742,104

附　属　明　細　書

科 目

19,917,179

16,934,457

期 末 残 高
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